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開催概要 

日時 

2022. 

10/25 
（火） 

14:00 

～

16:30 

定員 

●リアル参加  30名 

●ZOOM参加  70名 

定員になり次第締め切り 

受講料 

●会員：無料 

（京都・大阪発明協会） 

●非会員：有料＊ 

（税込 1,100 円） 

申込・お支払い 

裏面の「お申込み方法」

をご覧ください。 

   

株式会社イーパテント 代表取締役社長 
知財情報コンサルタント® 

コーポレートガバナンス・コード（以下CGC）は、上場

企業が行う企業統治（コーポレートガバナンス）において

ガイドラインとして参照すべき原則・指針を示したものです。

従って、上場企業はもちろん、今後上場を目論む企業も

このCGCの理解が必須となってきます。 

本勉強会では昨年6月に改訂されたCGCに盛り込まれ

た「知的財産への投資」について、CGCの概要およびCGC

改訂の前提となった日本・米国企業の無形資産投資へ

対する取り組みを踏まえた上で、日本企業の知的財産に対する情報開示・発信の取り組み

について現状を整理・確認し、今後求められる情報開示・発信のあり方（開示・発信内容、

KPI、特許価値評価の活用など）、そして知的財産部門のあり方や取締役・投資家とのコミ

ュニケーションについて講師の私見を踏まえて解説します。 

 

 

 

会
員
向
け
＊ 

 

会員無料 
 

＊会員以外の方も 

有料で 

受講できます！ 

～コーポレートガバナンス・コード 

改定から１年が経過して～ 
2021 年 6 月改訂 

 

＜リアル会場＞大阪科学技術センター ４階 404号室  
大阪市西区靱本町 1-8-4（裏面の交通アクセスまたは QR コードをご覧ください）     

講師   野崎 篤志 氏 



 

令和 4年度 第 4回 知財勉強会 

 講師紹介

野崎 篤志 氏 
 

株式会社イーパテント 

代表取締役社長 

知財情報コンサルタント®  

 

▶日本技術貿易株式会社IP総研、ランドンIP日本オフィ

スを経て、2017年5月に株式会社イーパテントを設立、代

表取締役社長に就任。 

▶KIT虎ノ門大学院および大阪工業大学院客員教授。

2019年3月に特許情報普及活動功労者表彰特許庁長

官賞受賞。 

▶セミナーや講演、著書・寄稿多数。複数の情報発信メ

ディアを運営。 

 
お申込み方法▶申込フォームからお申込みください。下記 QR コードからも可能です！ 

 
申込フォーム▶https://forms.gle/idYDfjXMrZdXB3zm9 

          京都発明協会のホームページに掲載の申込みフォームからもお申込みできます。 
            

ホームページ▶ https://kyoto-hatsumei.com/               

          ※定員オーバーのため、ご参加いただけない場合はご連絡させていただきます。 

受講料お支払い方法(銀行振込） 

・受講料のお支払いは、事前の銀行振込のみになります。 

・下記の振込先銀行に受講日の 1 週間前までに必ずご入金ください。 

・開催前７日以内のキャンセルの場合、受講料はお返しできませんので予めご了承ください。 

なお、請求書が必要な方はお申し出ください。 

・ご入金を確認後、テキストの郵送ならびに ZOOM ミティング招待 URL をメールにてご案内いたします。                                    

■振込先銀行  京都銀行 西七条支店(125) 普通口座 3249794  

■口 座 名 義  一般社団法人京都発明協会 代表理事 片岡宏二  ※恐れ入りますが、振込手数料はご負担ください。 

 

お問合せ先▶一般社団法人京都発明協会  京都市下京区中堂寺南町 134 KRP 内 京都府産業支援センター2 階 

           TEL：075-315-8686  FAX：075-321-8374  HP：https://kyoto-hatsumei.com/ 

 

交通アクセス  

■大阪方面・なんば方面より 

Osaka Metro 四つ橋線本町駅下車 

28号出口より北へ徒歩5分 

■新大阪方面より 

Osaka Metro 御堂筋線本町駅下車  

2号出口より西へ徒歩8分 

 

講演 
内容 

 

 

1．コーポレートガバナンス・コードの基礎 

1-1 重要性が高まる無形資産－日本・米国企業の比較－ 

1-2 コーポレートガバナンス・コード改定への流れ 

1-3 補充原則「知的財産への投資」の Who、What、When、Where 

2．コーポレートガバナンス・コード改定後の状況 

2-1 コーポレートガバナンス報告書 

2-2 知財・無形資産ガバナンスガイドライン Ver1.0 

2-3 有価証券報告書・統合報告書等の各種媒体における日本企業 

の開示状況 

2-4 海外企業は「知的財産への投資」について開示しているのか？ 

3．知財・無形資産の投資・活用へどう対応するべきか？ 

3-1 誰に？－取締役、投資家－ 

3-2 何を？－KPI、特許価値評価、ESG・SDGs など－ 

3-3 どこで？－有価証券報告書、統合報告書、その他－ 

3-4 無形資産時代を迎えた知的財産部門・知財人材のあり方 

4．質疑応答・ディスカッション 


